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億トン-CO2

約5億トン

ベースライン

景気の後退
による一時
的な減少

本試算の考え方

実質GDP（00年基準）
：約560兆円 実質GDP（00年基準）

：約740兆円12.2億トン

10.6億トン

13.1億トン

約1億トン
削減

○本計画に掲げる政策を強力かつ十分に推進することにより、２０３０年に９０年比▲３０％程度（０７
年比▲４０％程度）もしくはそれ以上の削減が見込まれる。

○なお、この試算は、国民に許容される規制の度合い、財政措置の大きさ、技術革新の進捗状況等によっ
て変化しうるものであり、相当程度の幅をもって理解されるべき点に留意が必要。

(90年比＋15%)
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1990 現状
[2007]

2020 2030

(90年比▲30%)
(07年比▲40%)

約5億トン
削減

エネルギー基本計画の具
体的施策を強力かつ十分
に推進したケース

7.3億トン

経済成長率

人口・世帯数

＋約2％ ＋約1.2％

12777万人 11529万人
※国立社会保障・人口問題研究
所「中位推計」等を基に推計

5171万世帯 5242万世帯

（※リーマン
ショック前）

原油価格 80$/bbl 169$/bbl １
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億トン-CO2

約５億トン
削減

長期的なCO2排出量のパス（イメージ）

約12.2億トン
（90年比+15％）

10.6億トン

○長期的なCO2排出量パスとの関係では、２０３０年までの約２０年間で、現状から約５億トンが削減
され、２０５０年（９０年比▲８０％）までの削減量のうち、ほぼ半分が実現されるイメージとなる。
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1990 2007 2030 2050

7.3億トン

2.1億トン

現状
2007

約５億トン
削減

（90年比▲30％）
（07年比▲40％）

（90年比▲80％）
（07年比▲83％）

（※リーマン
ショック前）
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CO2原単位の推移

（ｔCO2/実質GDP百万円）

オイルショック時：

年率3.3％改善

○エネルギー基本計画の具体的施策を全て実現する場合、ＣＯ２原単位は、今後約２０年間で半減する
（オイルショック時以上の改善率）。

※実質GDP成長率は年率+4.4％
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1973 1980 1990 2000 2007 2030

エネルギー基本計画：

年率3.4％改善

今後約20年で半減

※総合エネルギー統計、エネルギー・経済統計要覧2010（日本エネルギー経済研究所）等を基に作成

※実質GDP成長率は2010年代
に約2％、2020年代に約1.2％
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最終エネルギー消費の対GDP弾性値の推移
○ＧＤＰ弾性値（※）は、今後減少に転じる（ＧＤＰは増加するがエネルギー消費量は減少）（オイルショック
時においてはほぼ横ばい（ＧＤＰは増加するがエネルギー消費は横ばい））。

2007～2030

※実質ＧＤＰが１単位増加した場合の最終エネルギー消費の増加
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※総合エネルギー統計、エネルギー・経済統計要覧2010（日本エネルギー経済研究所）等を基に作成
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２０３０年までの試算（民生部門）

主な削減対策

○住宅・建築物の省エネ

○高効率給湯器（家庭用）

○IT機器の省エネ（グリーンIT）

○高効率照明

民
生
部
門

○その他省エネ家電等

２０３０年の絵姿

新築住宅の平均でZEHを実現、新築建築物の平均でZEBを実現

全世帯の８～９割に導入

普及率100％（2020年までに実現）

普及率100％（ストックベース）

（試算結果）

○エネルギー基本計画で掲げられた以下の民生部門対策を反映しつつ、業務床面積や世帯数等について一定の前提を置いて試算

【その他の主な前提】
業務床面積： 07年17.9億平米 → 30年19.2億平米
世帯数 ： 07年5171万世帯 → 30年5242万世帯
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164

243

235

104

1990 2007 2020 2030

127

180

171

85

1990 2007 2020 2030

+42%

（07年比）▲53%

百万トンCO2 民生家庭 （90年比）▲34%
○「暮らし」のエネルギー消費から発生するCO2が現状から半減

（試算結果）

+48%

百万トンCO2 民生業務 （90年比）▲37%

（07年比）▲57%



○次世代自動車の普及・燃費向上

○製造部門の省エネ

○ガス転換

産
業
部
門

運
輸
部
門
○バイオ燃料

○革新的技術開発

新車の最大7割が次世代自動車

設備更新時に最先端技術を最大限導入
・次世代コークス炉１３基導入 等

水素還元製鉄・高炉ガスCO2分離回収技術等の実用化

燃料消費に占めるガスの比率を倍増

輸送用燃料への最大限の導入拡大

※現状１０％程度（エコカー補助実施後の０９年実績推計）

○交通流対策・モーダルシフト等 中長距離輸送に占める鉄道・内航海運比率の向上 等

２０３０年までの試算（産業・運輸部門）
○エネルギー基本計画で掲げられた以下の産業・運輸部門対策を反映しつつ、マクロフレーム等につき一定の前提を置いて試算

（試算結果）
【その他の主な前提】

主な削減対策 ２０３０年の絵姿
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235

154

1990 2007 2020 2030

482 467

419

350

1990 2007 2020 2030

（90年比）▲27%

-3%
+13%

百万トンCO2 百万トンCO2産業 運輸 （90年比）▲29%

（試算結果）粗鋼生産量： 07年12151億トン → 30年11925億トン
交通需要量： 07年13072億人キロ → 30年13036億人キロ

（07年比）▲25%
（07年比）▲37%



原子力

60 (10%)

再生可能エネルギー等

35 (6%)

再生可能エネルギ 等500

600

700

供給側の絵姿①（一次エネルギー供給）

（百万kL）

○従来のエネルギー自給率（現状１８％）が倍増する。加えて、自主開発権益下の化石燃料の引取量（現状２６％）を倍増させることにより、自
主エネルギー比率は約７０％（現状３８％）となる。

○再生可能エネルギー

○原子力

転
換
部
門

新増設１４基、設備利用率90％

全量買取制度の実施（制度設計に依存）

（試算結果）
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石油

244 (39%)
石油

141

LPG 18 (3%)

LPG 18

天然ガス

105 (19%)

天然ガス

81
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2007年度実績 2030年推計2030年度推計

化石燃料依存６割のう
ち、約半分について自主
開発権益下の引取とする
→約３割

エネルギー自給率約４割※

エネルギー自給率約４割 ＋ 化石燃料の自主開発権益下の引取約３割 ＝自主エネルギー比率 約７０％
※エネルギー自給率には、再生可能エネルギー等、原子力の他、国内で産出される化石燃料も含む
※「再生エネ等」には、給湯・空調等による空気熱は含んでいない。

2030年度推計



原子力

再生可能エネ

ルギー等 884
(9%)

再生可能エネ

ルギー等

2,140
8000

10000

12000
10,305 10,200

供給側の絵姿②（電源構成）

○電源構成の内訳は以下の通り。

○ゼロ・エミッション電源比率は約７０％程度となる※。（現状３４％）

（億kWh）

ゼロエミッション
電源３４％

【発電電力量の内訳】

約2割

（万kW） 【設備容量の内訳】

約4割

再生可能エ

再生可能エ

ネルギー等

12025
25000

30000

35000

※2030年の「再生可能エネルギー等」には、
家庭等での発電量も含む
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石油等

1,356 (13%)
石油等

205

LNG
2,822(28%)

LNG 1,357

石炭

2,605 (25%)

石炭 1,131

2,638 (26%)

原子力

5,366

0
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2007年度実績 2030年推計

※大幅な省エネルギーや、立地地域を始めとした国民の理解及び信頼を得つつ、安全の確保を大前提とした原子力の新増設（少なくとも14基以上）及び設備利用率の引き上げ（約90％）、
並びに再生可能エネルギーの最大限の導入が前提であり、電力系統の安定度については別途の検討が必要である。

※石炭火力については、商用化を受けて、リプレース時には全てＣＣＳを併設すると想定。今後の技術開発やＣＯ２の貯留地点の確保等によって変動しうる点に留意が必要。

※ゼロエミッション電源約７０％には、再生可能エネルギー等のうち、廃棄物発電及び揚水発電を除く。
※２００７年度実績の発電電力量は、卸売電力取引所における取引等の電源」種別が不明な▲66億kwhを差し引いていない値

ゼロエミッション
電源約７０％

※石炭火力発電の
一部はＣＣＳ併設

約5割

約1割

約1割

約2割

約2割

約1割

約1割石油等,
4692(19%)

石油等

4300

LNG,
5761(24%)

LNG
5165

石炭,
3747(16%) 石炭

3502

原子力,
4947(20%)

原子力

6806

ネルギー等,
5014(21%)

0
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（参考）累積投資総額の試算

主な削減対策

○住宅・建築物の省エネ

○高効率給湯器（家庭用）

投資総額

○製造部門の省エネ

○IT機器の省エネ（グリーンIT）

○高効率照明

５０.３兆円

４.２兆円

４.６兆円

６.６兆円
※産業部門全体のコスト

計１３１兆円

民
生
部
門

産
業
部

○その他

○革新的技術開発

６.０兆円

１１.４兆円

削減量

約５９百万ｔ

約１９百万ｔ

約２８百万ｔ

約３０百万ｔ

約３９百万ｔ

約３０百万ｔ

9
※2030年までに必要な投資総額を粗々に試算したもの（既存製品との価格差の累積額。ただし、価格差は原則として逓減すると仮定）。

省エネメリットを差し引いた場合：

６２兆円

○次世代自動車の普及・燃費向上

○再生可能エネルギー

○ガス転換

○原子力発電

１３.６兆円

２６.１兆円

※産業部門全体のコスト

５.６兆円

部
門

運
輸
部
門

転
換
部
門

※太陽光、風力、中小水力、地熱、バイオマス

○バイオ燃料

○火力発電の高効率化

○革新的技術開発

２.５兆円

約５４百万ｔ

約６０百万ｔ

約１６０百万ｔ
約２５百万ｔ



エネルギー情勢について

参考資料２

平成２３年１０月

資源エネルギー庁
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※再生可能エネルギー等の内訳
は、太陽光（0.1%）、風力（0.1%） 、
地熱（0.1%） 、バイオマス（2.8%） 。

42％

出典：資源エネルギー庁「総合エネルギー統計 2009年度版」



サウジアラビア
29%

アラブ首長国連邦
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日本の
原油輸入量
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371万B/D

中東依存度８６％

原油（2010年）

②我が国の化石燃料の輸入先②我が国の化石燃料の輸入先
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ＵＡＥ
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日本の
天然ガス
輸入量

73.4百万トン

中東依存度２２％

天然ガス（2010年）

12%
出典：資源エネルギー統計年報2010

インドネシア
15%

出典：資源・エネルギー統計年報2010

出典：財務省 貿易統計 3

中東依存度０％

石炭（2010年）
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日本の
石炭輸入量
(2010年)

1億8,456万トン




